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横浜銀行 上海支店 

週間トピックス（2017.12.11～2017.12.15） 

電話 86-21-6877-6800  ファックス 86-21-6877-6680 

 

 

 <今週のトピックス> 

 

（１） ２０１７年新車販売見通し下方修正、２０１８年は３％増を予想 

 

■ 小型車減税の縮小などを背景に、中国の新車販売が下振れしている。業界団体の中

国汽車工業協会は１４日、２０１７年の国内販売見通しを下方修正し、前年比３．５％増

の２９００万台程度にとどまるとの見通しを示した。年初の時点では５％増を予測してい

たが、一段の鈍化を見込んでいる（１６年実績は１３．７％増）。中国の新車販売市場は

今年も９年連続で世界最大となる見通しだが、成長ペースの鈍化は避けられず、２０１８

年はさらに今年を下回るとみており、現時点で３％前後の伸びを予想した。 

 

■ また、同協会は、従来型のセダンや商用車はマイナス成長に陥るものの、SUV（スポー

ツ用多目的車）や新エネルギー車が大幅に増加すると予測している。さらに、一線都市

や二線都市を中心に「消費のレベルアップ」が進む中、自動車市場でも中・高級車へと

消費者の関心が移っていくと分析している。 

  

■ 中国汽車工業協会が先ごろ発表した最新データによると、２０１７年１～１１月の新車販

売は前年同期比３．６％増の２５８４万４９００台。増加率は１～１０月に比べて０．５ポイ

ント減速した。うち乗用車は１．９％増の２２０９万１４００台、商用車は１４．８％増の３７

５万３５００台。生産台数は全体で３．９％増の２５９９万８８００台だった。中国政府は２０

１６年１２月、排気量１６００CC以下の車両購置税（自動車取得税）の減税措置を２０１７

年末まで延長すると発表。当初は２０１６年末日で終了する予定だったが、延長を求め

る業界の声に応えた。ただ、減税幅は縮小され、税率が従来の５．０％から７．５％に引

き上げられた。 

（２） １１月小売売上高１０．２％増、１～１１月ネット通販２７．６％増 

 

■ 消費を示す小売売上高の２ケタ成長が中国で持続している。１１月１１日の「シングルデ

ー」に絡んだネット通販キャンペーンなどが寄与したようだ。国家統計局は１４日、今年

１１月の小売売上高が前年同月比で１０．２％増加したと発表（物価変動調整後の実質

伸びは８．８％）。総額で３兆４１０８億人民元（＠１７円、５７兆９８３６億円）に上ったこと
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を明らかにした。伸びは１０月実績から０．２ポイント加速した。 

 

■ エリア別では、都市部が９．９％増、農村部が１１．７％増。小売売上高の内訳は、飲食

が１０．０％増、商品販売が１０．２％増などで推移した。商品としては、化粧品や薬品な

どで伸びが目立っている。 

 

■ 一方、１～１１月の累計では、前年同期比１０．３％増の３３兆１５２８億人民元（＠１７円、

５６３兆５９７６億円）に膨らんだ。伸びは１～１０月実績比と同レベル。小売売上高のう

ち実物商品のネット通販は、全国で２７．６％増の４兆９１４４億人民元（＠１７円、８３兆

５４４８億円）に伸びた。伸びは１～１０月比で１．２ポイント減速している。小売売上高に

占める商品ネット通販額の比率は、１４．８２％（１～１０月比０．７７ポイント上昇）にまで

高まった。 

 

（３） 行きたい国、日本が初の１位 

 

■ 日本貿易振興機構（ジェトロ）が実施した中国人消費者に対する意識調査で、行きたい

国・地域の１位に日本が初めて選ばれた。前回調査（２０１６年１０月）の３５．４％から大

幅に拡大した。過去１年以内に行ったことがある国・地域でも日本がトップだった。過去

１年以内の旅行先に日本を挙げた人の割合は３７．４％で、２位のタイ（１５．１％）や３

位の米国（１２．０％）に大きな差をつけた。 

 

■ 訪日目的の上位３位は「娯楽施設で遊ぶ」、「買い物」、「食事」。「桜鑑賞」は４位に入っ

た。日本旅行経験者を対象に最も購入したかったものを聞いたところ、化粧品を挙げた

消費者の割合は２７．６％で１位となった。２位は衣料・日用品（２０．８％）、３位はデジ

タル製品（１６．２％）となった。一方、使い方や機能、効能が分かりづらく、日本製品で

はなく外国製品を購入したと答えた消費者もいた。 

 

■ また、日常生活において頻繁に購入する輸入食品の原産国を聞いたところ、「日本」と

回答した割合は前回調査の５０．０％から５４．９％に高まり、３年連続で１位となった。

中国に進出してほしい日本の施設・サービスの１位もラーメン店など「日本食レストラ

ン」となり、日本食に対する需要の高さがうかがえた。 
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<相場情報> 

 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2017年 

項目 2017/12/11 2017/12/12 2017/12/13 2017/12/14 2017/12/15 

1USD/RMB 6.6175  6.6210  6.6171  6.6091  6.6088  

1USD/JPY 113.55  113.53  112.53  112.38  112.57  

1RMB/JPY 17.1590  17.1470  17.0059  17.0038  17.0333  

1RMB/HKD 1.1796  1.1791  1.1794  1.1813  1.1819  

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2017年 

項目 2017/12/11 2017/12/12 2017/12/13 2017/12/14 2017/12/15 

上海 A 株 3479.38  3435.94  3459.27  3448.16  3420.53  

上海 B株 338.09  336.84  337.38  336.76  336.65  

深圳 A 株 2007.86  1988.35  2003.70  2002.89  1988.47  

深圳 B株 1148.53  1147.14  1157.35  1156.99  1146.25  

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015年 10月 26日改定）（年利、％）  

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1 年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1 年～5 年 4.75 

 1 年 1.50 5 年超 4.90 

  2 年 2.10   

 

以 上 
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